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1 本シミュレーションの目的
わが国の預金金利の自由化は，西独，英国および米国に比べるとそのスタートは大変遅
く，またスタートしてからの進展のテンボも遅い。なかでも小口預金金利についてはよう
やくのことで89年6月に小口MMC(小口の市場金利連動型預金）が発売され，その自由
化の第一歩を踏み出したばかりである。（表1参照）
しかし，ここまでくると小口預金金利の完全自由化も時間の問題で，あと 2~3年で実
現するものと予想される。さてこのような小口預金金利の自由化は，預金金利を現在の規
制預金金利よりかなり上昇させることは確実であり， しかも小口預金量は全預金量の非常
に多くの部分を占めている。その結果同金利の自由化の金融機関の利益に及ぼす影響は，
147 
362 闊西大學 r継演論集』第40巻第2号 (1990年7月）
表1 わが国における預金金利自由化の進行状況（金額は最少預入額）
1譲渡性預金 I 大口定期預金 I MMC I 小口 MMC
1979 (億5月円） 5 でスタート
80 
81 
82 
83 
84 
85 1(0億10月円で）スタート 5(千3月万円）でスタート
86 5億円， 3億円 2千万円
87 1億円 1千万円
88 5千万円， 3千万円
89 2千万円， 1千万円 3(百6月万）円でスタート
8月9現年在10 5千万円 1千万円 1千万円 3百万円
これまでの大口預金金利の自由化の場合と比べものにならぬほど大きいものとよく言われ
ている。もしその影響が非常に大きいと，多数の金融機関は経営がむずかしくなり，他と
の合併や破たんで消滅することとなろう。そうなると1鳴好子の大銀行と非常に多くの中小
金融機関が併存する現在の金融機関構造は将来大きく変化するものと思われる。
それがどれ程大きなものかを現時点において知るためには，基本的にいって全定期預金
金利が完全自由化になったとき，それが各金融機関の利益をどれ程減少させるかを予測す
る必要がある。そこで資料その他の都合で，かりに昭和62年度期首に小口預金金利が完全
自由化されたとして，同年度中その金利は．どれ程上昇し．その結果各業態（但し信託銀行
と長期信用銀行は除く）の各金融機関の利益はどれ程減少するかを，可能な限り客観的な
資料を用いて試みてみたのが本シミュレーションである。ちなみに本稿中にいう相互銀行
の大半は，現在は地方銀行（第2地銀）となっていることは周知のとおりである。なお預
金金利の完全自由化とは本来は流動性預金の金利の自由化も含むわけであるが，本シミュ
レーションでは資料の都合その他で本金利の自由化の影響はその対象外とし，最も重大な
影響をおよぼす定期預金金利の完全自由化のみをその対象とした。
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2 シミュレーションの手順
（1）定義と前提
まずシミュレーションの対象である小口預金金利とは，昭和62年度中において依然，従
来と同様に規制され続けている定期預金およびいまだ部分的に規制されているMMC金利
を指す。
‐次に試算しようとする，本金利の完全自由化が金融機関の利益に及ぼす影響とは，資料
の都合でかりに昭和62年4月1日より上記の小口預金金利について規制が完全に撤廃され
たとして，それによる預金金利の上昇の結果，本来の業務からの利益を示す当該年度の業
務利益（経常利益マイナス有価証券関係損益）が減少する度合をいう。
4月1日から小口預金金利が完全自由化されたとしても，それ以前に預け入れられてい
てまだ満期に至っていない預金については，すべてその預入時に遡って自由金利が適用さ
れるものとする。そうするわけはいずれ遠からず，全定期預金残高に自由金利が適用され
ることになり，その後は自由化の利益への影響はすべてフルに生ずる。そこで62年度につ
いてもこういうフルの影響を知ることの方が,単なる経過途中年度の影響を知るより，有
図1 米国の完全自由化前後の金利の動き
％
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資料の都合で， 1983年10月～84年3月はケミカル銀行の金利，
その他はニューヨーク10大銀行の平均金利。
FederalReserveBull',BankRateMonitor.
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家庭の月間送金手数料の日米比較 (1989年）
送金件数等の前提
公共料金の支払
（外国通貨の換算は1ドル=138円，
<1989年中平均＞で行った）
の他
3万円以上のもの
そ
3万円未満のもの 合計
H本
米国
電気，ガス，水道｝二
電話，放送受信料ロ叶5件
上記の放送受信料=.
を除く ｝計4件
2件
2件
1件
1件
8件
7件
（米国を1と
した倍率 ） 
?
本
公共料金5件
その他（他行へ振込）
3万円末満のもの 2件
3万円以上のもの 1件
??，?ー
、??
??
??
? ?
?????（????
総計
@ 400円
@ 600円
(1. 56) 
米
?
公共料金
その他
3万円未満のもの
4件
3万円以上のもの
小切手手数料
ケミカ］螂の特別小切手
口座，饂の最｛麟高要求
なし 89年8月現在
2件l撃まで
6件超は
@ 104円
(75¢) 
小切手郵送料総計
(90年2月）
1件
????????
?
`—-、??
(1) 
?
7件 656円 242円 898円
その他の手数料比較 (1989年）
送金小切手（マネー・オーダー）
貸金庫料(7.6cmX25.4cm) 
（年間）
日本
610円
（米国の
1. 5~4.4倍）
9,600円（三和銀行）
（米国の約1.3倍）
米国
138円~414円（エミグラント貯蓄
銀行～シティ銀行）
($1) ($3) 
7,590円（イースト・リバー貯蓄銀行）
($ 55) 
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次に自由化による預金金利の上昇があっても，貸出金利収入を中心とする金融機関の収
益は変化しないものとする。そうするわけは，預金金利の自由化とともに，貸出その他の
面でも全面的に激しい競争の状態となり，そこでは預金金利が上がったからといって貸出
金利を引き上げることは，米国での実例にみられるように（図1参照）不可能と予想され
るからである。また金融機関の各種手数料については，米国では自由化とともにかなり上
昇したが，日本のそれは米国の現在の水準より高い（表2参照）と考えられることから，
激しい競争状態でそれ以上に引き上げることはないものとするc
(2) 手順のあらまし（都市銀行の場合）
小口金利の完全自由化の結果，各金融機関の業務利益はどれ程減少するかの試算の手順
の基本式をまず示そう。
都市銀行全体の業務利益平均減少率(f)の試算
イ 規制定期預金金利が完全自由化された場合の都市銀行のそれの加重平均上昇率
（年度中） (a)の算出（以下の数字はすべて都市銀行全体のもの）
a= 完全自由化時の全定期預金の加重平均金利（年度中）
全規制定期預金の加重平均金利（年度中）
ロ 全預金利息に占める完全自由化対象預金利息比率(b)
b=完全自由化対象預金利息
全預金利息（年度中）
・・・・(2)
ノ、 完全自由化時の全預金利息の上昇率(c)
c=aXb•·· …(3) 
二 完全自由化時の全預金利息の増加額(D)
D=Mxc … (4) (但しMは62年度の本来の全預金利息）
ホ 完全自由化時の業務利益(E)
E=業務利益(62年度本来の）ーD …・・・(5) 
へ完全自由化による都市銀行全体の業務利益の平均減少率(f)
f=(-1i=旦） X 100・・・・・・(6) 日
N 
LしNは本来の業務利益
甲都市銀行の業務利益減少率 (f甲）の試算
イ 完全自由化時の甲都市銀行の全預金利息の増加額(D甲）
● ● ● ● ● ・(1) 
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D甲＝甲都市銀行の全預金利息（年度中）Xc1l 
ロ 完全自由化時の甲都市銀行の業務利益(E甲）
E甲＝甲都市銀行の業務利益(62年度本来の）ーD甲
ノ、 完全自由化による甲都市銀行の業務利益の減少率(f甲）
f甲=(N甲面戸）XlOO 
なお乙以下の各都市銀行の業務利益減少率の試算も甲都市銀行のそれに準ず。
(3) 手順のあらまし（地方銀行～信用組合の場合）
基本的には上記の都市銀行の場合と同じであるc 但し自由化による預金金利の上昇率
（上記のaに当る）や，全預金利息に占める完全自由化対象預金利息比率（上記のbに当
る）は，各種別預金構成が各業態によって異なるところからそれぞれ固有のものを算出し
て用いた。
信用金庫と信用組合については昭和62年度在末の存在数がそれぞれ455,439と非常に多
いので，試算の便宜上預金量の規模別に大，中，小および零細のもの併せて50機関をそれ
ぞれ抽出し，それらを対象に試算を行った。但し信用組合についての試算に当っては預金
表2 全規制定期預金の加重平均利率の算出
規制定(A)期預金
規金中制利の平走(B(期62均)預年）金度
規制定(C期)預金
紐金金利の加阻(D1走重)平期預均
の種類 残高構成比
％ 
3カ月 1. 76 0.024 
6カ月 2.64 0.039 
1 年 3.39 0.685 3.39% 
2 年・ 3.-64 0.160 
新指型定期定期日 3. 742) 0. 0923> 
1)個々の金融機関についてそれぞれ固有の Cがあるわけだが，それの算出は資料の関係
で不可能なので各業態ごとに平均の Cを求め，それを各業態下の金融機関に用いた。
2) 2年ものおよび3年もの新型期日指定定期利回りの平均
3)本来の構成比は30.6劣だが，そのうち2年以上保有されるのは30形と見て．その分だ
けの構成比 (0.092)をここに計上した。残りの0.214は普通の 1年以上2年末満の定
期預金に合算した。
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種別統計が公けにされていないので，その預金種別構成は信用金庫のものを用いた。従っ
て信用組合の上記の基本式のaやbに当る比率は，信用金庫と同一となっている。
(4) 各種基礎数値の算出（都市銀行の場合）
イ 完全自由化時における規制定期預金金利の加重平均上昇率の試算に必要な数値
の（上記(1)式右辺の分母と分子の値）算出
まず(1)式の分母の全規制定預金の加重平均金利（昭和62年度中）は表2のようにして
求めた。
次に同(1)式の分子の完全自由化時の全定期預金の加重平均金利（昭和62年度）の試算は
次のようにして行った。
表3 完全自由化金利の推測
定期(A)預金の
規金中制利の定平(B（期訟均)年預）金度 完推な全測っ金た自[C場利由)化合.,にの
規制金(D利)より
完鬱全加自悶重傾平均
種類 の上昇率
3カ月 1. 76 3.83 2.18 
6カ月 2.64 3.86 1. 46 
4.09% 
1 年 3.39 4.04 1.19 
2 年 3.64 4.27 1.17 I 
新指型定期定期日 3. 74 
以上のようにして求めた表2のDと表3のEの両者から完全自由化時における定期預金
金利の上昇率20.6% (206 B. P.)を推測した。
ロ 全預金利息に占める完全自由化対象預金利息比率の試算に必要な数値（上記(2)式
の分子の値）の算出
まず(2)式の分子の今後の自由化対象預金以外のものの62年度中の利息額は表4のように
して試算した。
4)まず62年度中の日本の 6カ月ものCD金利の平均値に，米国の大口 CD金利に対する
小口 CD金利の格差 (0.915,'87年度中平均）を乗じて， 日本の 6カ月もの小口定期
預金の完全自由化金利を推測した。次いで米国の小口定期預金金利の期間別格差
('87年度中平均）が日本に当はまるものとして， それを用いて日本の残りの自由金
利を推測した。（資料： Federal Reserve Bull'および BankRate Monitor) 
5)加重平均をするのに使った構成比は表2のCと同じ。
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表4 自由化対象預金以外の預金の利息
預金の種類 I 62年度平均残高 1 金 利 I 利 息
億円 形 億円
普 通 預金 208,222 0.26 541. 4 
通知 預金 84,942 0.51 433.2 
別 段預金 50,618 0.26 131. 6 
納税預金 872 1.01 8.8 
自由金利定期預金 201,643 4.249 8,567.8 
MM C'l 80,346 3.61 2,900.5 
メロ 計 12,583.3 
次いで
全預金利息 ー自由化対象預金以外の預金利息＝自由化対象預金利息
94,330.6億円一 12,583.3億円 =81. 747.2億円 … (7) 
が得られる。これの全預金利息に対する比率の0.867形に， さらにMMCの規制利息部分
を2,816億円と考え， それの全預金利息に対する比率の0.031を加えて， 0.898という完全
自由化対象預金利息比率が最終的に得られるわけである。
ノ、 業務利益の減益率の算出
上記イと口でそれぞれ得られた完全自由化時の規制定期預金金利上昇率に自由化対象預
．金比率を乗ずると，その積は自由化時の預金利息の増加率となる。それは 18.50形であっ
た。これを都市銀行全体あるいは個々の都市銀行の預金利息に乗ずると， 自由化時の預金
利息増加額がそれぞれ得られることとなる。さらにこの額を本来の業務利益から差し引く
と，自由化時の業務利益となり，そしてそれを本来の業務利益から差し引いた残りをまた
本来の業務利益で除し， 100を乗じると，本シミュレーションの最終目的である完全自由
化時の業務利益の減少率が都市銀行全体あるいは個々の都銀について導出されるのである
が，それは上記(2)の手順のあらましのところの基本式で示したとおりである。
(5) 各種基礎数値の算出（地方銀行～信用組合の場合）
地方銀行，相互銀行，信用金庫および信用組合についての各種基礎数値の算出は(4)の都
市銀行の場合と基本的に同様なのでその内容は省略する。但し信用組合については， (3)の
場合と同じく基礎資料が公けにされていないので，信用金庫について算出されたものを援
6) MMCはまだ規制部分が残っており，この部分は自由化対象預金なので，この点の調
整はすぐあとで行う。
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以上のように算出した各業態の基礎数値を一表にまとめて示したのが表5である。
表5 各業態のシミュレーション用基礎数値
完規利全制の定上自昇l期由•I化預率時金金の 自由化対(b)象預金
利息割合
倍 ％ 
都市銀行 1. 206 89.8 
地方銀行 1.199 87.6 
相互銀行 1. 207 87. 7 
信用金庫 1. 200 87. 7 
信用組合 1. 200 87.7 
(基2節本(式2)にでおの記け号る） (a) (b) 
3 シミュレーション結果のあらましと分析
(1) 業態別の影響の大きさ
元-麟{(全a-：利自l[息)由cb)イ増}頃加率の
％ 
18.50 
17.47 
18.16 
17.54 
17.54 
(c) 
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前節で述べた手順によって，昭和62年度決算 (62年3月期決算）における各金融機関の
預金利息および業務利益を基礎にして，前節で得た各基礎数値を用いて，もし昭和62年4
月1日から定期預金金利の完全自由化が実施されたとすれば，各金融機関の同年度の業務
利益は，本来のそれに比べ何形減少するかを計算して，その結果をまとめて示したのが表
6である。
まず業態の平均減益率をみると，都市銀行は117.9%, 地方銀行は96.7%, 相互銀行は
124.5彩，信用金庫は77.0彩，信用組合は101.2%となっており，自由化の影響は予想はし
ていたが全体的に非常に大きい。すなわち，業態平均としては信用金庫以外のところは，
すべて赤字に転落かそれに近い結果となっている。（なお参考までに， 業務利益に本来の
業務でない有価証券関係の損益を加えた経常利益の減益率を表の最下段に示したが，この
場合でも影響は依然大きい。）
減益率が大き過ぎるのではないかと思われるかも知れない。そこで本結果と，ある研究
機関が同目的でも？て同年度について行ったシミュレーション結果（信用組合については
なし）とを比較して示したのが表7である。但し後者の試算対象は経常利益の減益率なの
で，比較の便宜上われわれのものもそれで示した。
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表6 定期預金金利の完全自由化の結果としての業態別および金融機関別減益率
業務利益減少率 1 都銀 1 地銀 1 相銀 I 信金 I 信組
％未満
0~20 
20彩台 1 
30 
40. 2 2 5 5 
50 3 5 6 
60 6 2 2 4 
70 1 ， 3 5 3 
80 1 6 3 5 2 
90 6 ， 2 6 
-----------------・------・・・-----・ ―--・ーー・~ー・ー・・·-··---··-··- ------------------------------------------------
100 2 ， 4 1 1 
110 2 3 4 2 2 
120 1 5 1 3 1 
130 3 5 4 2 
140 1 2 1 1 
---------------------・・--・・・---------・-・・・・・-・--・-・--・----------------------・・--・・-----・ 
150 1 3 2 3 
160~ 20011 5 ， 4 3 
200~ 30011 3 6 4 5 
300~ 500 II 1 5 
500~ 700 II 2 
700~1, 000,, 2 3 1 1 
1,000以上 1 2 2 
元々の赤宇機関 4 6 3 
総 計 ¥ 1a行¥ 64行 I68行 I50金庫7)I 50組合7)
業務利益平均減少率（形） 117.9 96.7 124.5 77.0 101.8 
（参考）経常利益平均
減少率 （形） 81.7 82.5 85.5 55.7 74.5 
表7 預金金利の完全自由化の影響についての2つの試算
結果の比較（経常利益減益率の比較）
I 都市銀行 1 地方銀行 1 相互銀行 I 信用金庫
本試算 • 81. 7彩 82.5 85. 5 55.7 
日立総合研究所 彩
の試算B). 29. 49 74. 88 72. 00 108.08 
7)いずれも約10分の 1の抽出。
8)金融経済新聞社の資料情報より転載。
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これによると都市銀行と信用金庫については大きな食い違いがあるが，地方銀行や相互
銀行については近い。都市銀行についての大きな食い違いの原因は，日立総合研究所の試
算プロセスが分らないので判断できないが，考えられるのは，預金の種類によって異なる
自由化時の金利上昇率とそれぞれの預金の構成比の取扱い方のちがいである。それはとも
かく，日立総合研究所の試算結果においても，完全自由化が金融機関の利益と減少させる
程度は全体としては非常に大きいのである。
(2) 業態間で減益率が異なる原因
ここで本試算の業態別業務利益の平均減少率に戻ろう。この減益率は相互銀行が最も大
きく次いで都市銀行，信用組合，地方銀行そして信用金庫の順で小さくなっている。さて
効率が最大とみられている都市銀行の減益率が2番目に大きく，他方信用金庫のそれが地
方銀行より小さくて最小というのは，自由化の各業態への影響について一般に抱かれてい
る予想と異なるように思われるが，それらを含めて減益率の業態による違いの原因を次に
分析してみよう。
その分析の仕方は以下のとおりである。いま，便宜上個々の銀行の例でいうと，かりに
同率の預金利息の支払いの増加によって，例えば， A銀行の業務利益の減少率がB銀行の
それよりかなり大きいとすると，それは要するにA銀行のその年度中の自由化前の業務利
益が， 自由化対象預金利息の支払額1単位当たりでいって， B銀行のそれよりかなり小
さいということである。まず一般に銀行の総収入（但し有価証券関係収入を除いて考え
る。以下同じ）に当る総収益からは大別して，① 「規制預金利息」（それは「自由化対象
預金利息」と非自由化対象預金利息とからなる），R割高のCD金利などを含む「その他
の支払い利息」，③人件費，物件費および税金からなる営業経費， ④以上の外の「その他
経常費用」の諸費用が賄われ，そして残りが⑥「業務利益」となる。そこでA銀行で①の
なかの「自由化対象預金利息」額に対する⑥の業務利益額の比率がB銀行のそれよりかな
り小さいということは， 論理的にいって B銀行より A銀行の対象預金利息に対する， ④ 
「その他の支払い利息」額の比率がかなり大きいか，＠「営業経費」の比率がかなり大き
いか，◎「その他経常費用」の比率がかなり大きいか，あるいは⑤ 「業務収入」の比率が
かなり小さいか，いずれかあるいはそれらの重なった場合ということになる。
そしてそれが他の諸条件を一定として①の要因による場合は， A銀行はB銀行より高コ
ストの資金をより多く取り入れた結果，利益が少なくなっていることを意味する。＠や◎
の要因による場合は， A銀行はB銀行より人件費やその他の費用がかかり過ぎたり，ある
いは◎による場合は預貸・証比率や運用利回が他よりかなり低いといった，基本的な経営
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効率が悪くて，利益がB銀行より少なくなっていることを意味しよう。
さてこういう考え方に基づいて上記の諸比率を分析すれば，完全自由化による減益率の
違いがどういう原因に基づくものかを，およそながら簡単に知ることができる。さて同様
のことは業態間の減益率についてもいえるわけである。そこでこの方法によって，業態間
の減益率の違いの原因を分析するための諸比率を示したのが表8であり，また比較をしや
すくするためにグラフ化したのが図2である。
表8自由化対象預金利息を100としての損益項目数値の比率（昭和62年度）
業務収益（収入） m,~-~;:Jー;~:ー;:1~;~
業務利益 15.8 17.7 18.0 20.6 23.2 
その｛囮径常費用 1. 6 5.1 11.0 6.4 1. 8 
営業経費 68.0 31. 4 75.4 63.3 81. 4 
費用しその他支払利息 7.4 42.6 6.8 13.2 2.8 
預金利息のうち：
非自由化暉預金利息I. 14.o 1. 4 14.0 14.2 14.0 
、自由化対象預金利息 100. 0 100.0 100. 0 100.0 100.0 
（参考） 1. 完全自由化時の預金 形18.16 18.50 17.54 17.47 17.54 利息の増加率
2. 業務利益平均減少率
（試算値） 124.5彩 117.9 101. 8 96. 7 7. 0 
（備考）損益項目の配列は， 減益率の異なる原因の分析を行いやすいようにしてある。ま
た業態の配列は減益率の大きなものから小さなものへとならべてある。
図2を見ると，各業態の減益率の大小を決める業務利益の比率の大小と，そしてそのお
表9 減益率の異なる主因一覧（減益率を特に大きくしているものにX,
小さくしているものに0をしてある ） 
完息時全増の加預自率金由利化
その他支払
利資金回運業り用務収比預益率貸・証
減益率
利息 営業経費 （順位）
相互銀行 X xx ゜ 124.5 (1) 都市銀行 X xx 00 X 117. 9 (2) 、マ、
信用組合 xx ゜ 101. 8 (3) 地方銀行 X ''00 , 96.7 (4) 
信用金庫 ゜ xx ゜ 77. 0 (5) 
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図2 完全自由化による業態別金融機関の業務利益の減少率の異なる原因
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(124.5%) (117.9%) (101.8%) (96.7° 
（ ）内は完全自由化
/4) (77.0%)時の業務利益減少率
（備考） 損益項目の配列は，減益率の異なを原因の分析を行いやすいよ
• うにしてある。また業態の配列は減益率の大きなものから小さ
なものへとならべてある。
よその原因が比較的容易にわかるわけであるが，さらにそれを簡単に知るために示したの
が表9の減益率の異なる主因一覧である。但しそれらのうち図の業務収益に当るものにつ
いては，別の資料（表10)に基づいてその内わけがわかるものはそれらを本表で示した。
表10記載の資金運用利回り，預貸率および預証率の3項目が内わけとなるわけは，それら
が合して業務収益の大きさを主に決定するからである。
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表10 経営比率等の比較（昭和62年度）
資金運用利回り i預貸率 預証率
相互銀行 5.94 77.2 17.8 
都市銀行 5.86 74.6 14. 7 
地方銀行 5.47 79.2 23.6 
資料：全国銀行協会連合会『全国銀行財務諸表分析』（昭
和62年度決算）， 全国相互銀行協会「全国相互銀行
財務諸表分析」（昭和62年度）
さて図2によると，①相互銀行の減益率が最大であることの主因は営業経費が他に比べ
て大きい，③減益率が2番目に大きい都市銀行についてのそれは，業務収益が非常に少な
いということだが，それは内わけでいうと預貸証比率の小さいこと（表10),⑧他方信用金
庫の減益率が最小であるのは，業務収益が最大の故であることが判明する。
以上と表9が語ることは，金利の完全自由化が各業態の利益におよぼす影響の主因はい
くつかあり，単純ではないということである。
(3) 業態内で減益率が異なる原因
各業態内でも各機関の減益率は，すでに表6で見たとおり大きく異なっているが，その
主因がなんであるかを比較的容易に知るために示したのが図3である。ここでは各業態内
で，完全自由化による業務利益の減少率の小さいもの順に5機関，また大きいもの順に5
機関をそれぞれ選び，これら 2つのグループの減益率の大小をもたらしている主因がわか
るように，図2の場合と同じ方法で示してある。但し本図では簡単化のために非自由化対
象預金利息＜図2では(B)として示されているもの＞は作業の簡単化のために，その他の支
払利息に含められている。
この図より一層容易に主因がわかるように示したのが表11である。一見すればわかるよ
うに，各業態内での減益率の大小の主因は，全業態とも自由化対象預金の利息に対する営
業経費および業務収益の比率の大小にすべてかかわっているb すなわち，各業態とも減益
率が最小のグループはそれが最大のグループに比べて営業経費率が小さく，逆に業務収益
率が大きいということである。なお業務収益率は資金運用利回りと預貸・証比率の2つか
ら主に構成されるので，表9の場合のようにそこまで遡って分析すべきなのだが，個々の
機関のこれらの比率は公表されていないのでそれは行っていない。
次に減益率の非常に大きな機関や，小さな機関は預金量でいってどういう規模のもので
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図3完全自由化による各業態内の金融機関の業務利益の減小率の異なる原因
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(備考） （'）各業態内で,完全自由化による業務利益の減少率の少ないもの順に5つ,多
い順に5つを選び,前者のグループをB5,後者のそれをW5として問題の
原因を比較検討する。
（2）最下段の各（ ）内は業務利益の平均減少率を示す。
（3）非自由化対象利息はここでは便宜上，その他支払利息に含めてある。
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あるかを見てみよう。表12は減益率の最小，最大各グループ内各5機関の各業態内預金量
順位を示している。多少例外はあるものの，はっきりしていることは，減益率の最大グル
ープ内のものは小規模のものが非常に多いということである。
表1 各業態内で減益率の異なる主因一覧（主因は＊印で示されている）
払そ利の他息支 営業経費 業務収益 最小5平機均関減益最率大5機関
飴 ％ 
都市銀行 ＊ ＊ 97.7 148.0 
地方銀行 ＊ ＊ 59.8 256.4 
相互銀行 ＊ ＊ 35.7 754.4 
信用金庫 ＊ ＊ 45.6 829.0 
信用組合 ＊ ＊ 44.6 640.5 
表12 減益率の最小，最大グループ内機関の預金量順位
対象機関数 減関益の率各業最小態内グ預ル金ー量プ順内位5機 減関益の率各最業大態内グ預ル金ー量プ順内位5機
都市銀行 全13行 3, 5, 6, 7, 11 1, 8, 9, 12, 13 
地方銀行 全64行 5, 7, 27, 52, 54 34, 58, 59, 61, 62 
相互銀行 全68行 9, 16, 21, 28, 31 38, 42, 52, 55, 66 
信用金庫 50金庫9) （大）210), (中）1, (小）2 （中）1, (小）2, (零細）2
信用組合 50組合9) （大）210i, (中）1,(小）1, (零）1 （大）1, (中）3, (小）1、
さて以上の諸分析から明らかとなったことの主なものをまとめよう。
（イ）①相互銀行，②都市銀行，③信用組合の平均減益率が大きかったが，その主因は，①
は営業経費率（自由化対象預金利息に対する率，以下同じ）が非常に高い，③はいわゆる
預貸・証比率が低いことによる業務収益率が小さい，③は営業経費率が高いということで
あった。（図2および表9参照）
（口）各業態内での減益率が非常に大きいあるいは小さいことの相対的主因は，すべて営業
経費率の大小と業務収益率の大小の双方に基づくものであった。
料各業務内で減益率が最大のグループ内の各機関は預金量でいっては小規模のものが非
常に多かった。
9)信用金庫と信用組合については預金量によって，（大）（中）（小）（零細）の4段階にわ
け，それぞれ全機関数の約10分の 1に当る50機関を，上記（大）から10,(中（から15,
（小）から20,(零細）から 5の機関をそれぞれ抽出して試算の対象とした。
10) (大）の預金量段階に属するものが2機関という意味である。
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4 シミュレーション結果から予想される自由化後の金融機関の淘汰
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表6に示されているが， 減益率が150形台を超えるものが例えば相互銀行では全b8行中
26行もある。地方銀行，信用金庫および信用組合についても多い。減益率が非常に大きく
， しかもそれが根本的に不効率経営によっている場合は，実際の自由化後そういう状態，
すなわち大幅の赤字経営は改善されることはむずかしく，結局遅かれ早かれ破たんせざる
をえないであろう。すると表6のひどい減益率のものが数多い状態からすれば，今後完全
自由化が実施されたあと 5年あるいは10年間に破たんに至るものが大変多いということに
なるが，どうだろうか。
そこで相当以前に預金金利の完全自由化を行った西ドイツや米国では，この点どうなっ
ているのかまず見てみよう。最初に1983年10月に完全自由化した米国でのその後の金融機
関数の減少の実態を表13によって見てみよう。はじめに全商業銀行について見ると， 84年
末に13,952行あったものが4年後の88年末には 12,691行となり 582行減少している（この
期間中に新設されたものもあるのでは582行は差引き正味の減少数である）。さてそのなか
の小銀行だけについて見ると 13,218行が 1,796行へと1,422行減少している。全体として
の減少数を小銀行のそれが上回っているのは，大・＇中規模の銀行数はこの間正味で増加し
たからだが，ともかく以上から減少数が年平均三百数十行と非常に多く，しかも小銀行の
間でそれが集中的に発生していることが注目されよう。
表13 米国の商業銀行数の減少状況 (1983年に完全自由化）
'84 I•35 '86 '87 I'88 
I 
計 I左平の記均1年期減少間当数中り
全商業銀行 13,952 13,898 13,733 13,273 12,691 
(-54) (-165) (-460) (-582) (1,261) 
うち （小資以産下）3銀億ド行ル
13,218 13,100 12,871 12,414 11,796 
(-118) (-229) (-457) (-618) (1,422) 
資料： Federal Reserve Bull'(July, 1989), Statistical Abstract of the 
United States, 1989ほか
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この銀行数の減少の原因は単なる合併によるものや，完全な破たんからの閉鎖によるも
のなどいろいろあろう。けれども基本的には金利自由化とそれに基づく競争の激化により
利益が減少するなかで，他に比べ経営効率が悪く，しかも低い信用度の故に競争条件が劣
るなどにより， 多くの小銀行の経営が非常にむずかしくなったことによるものと言えよ
う。
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資料： Federal Reserve Bull' 
図4の(B)は，金利自由化がすでに進行中であった198哨こからの商業銀行の総資産利益率
の推移を示している。各規模のものとも同利益率はほぼ一貫して下降しているが，特に最
も小規模の銀行のそれは6年間を通じては0.59彩 (590B. P.) も低下し， 1年当り平均
では 0.098彩 (98B.P.), 完全自由化までの3年間の1年当り平均では0.073彩 (73B. 
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P.), 完全自由化後の3年間のそれは実に0.123彩 (123B. P.)と激しく低下している。
その原因と，して考えられるのは小規模故の不効率さに加え，小規模故の信用度の低さやサ
ービス面での不便さをカバーするものとして，規模の大きな銀行よりその預金金利はどう
しても高く，逆に貸出金利は低くせねばならないからと思われる。このより高い預金金利
にかかわる 1つの証拠としては， 1990年1月3日現在のニューヨーク市内15の商業銀行の
小口6カ月定期預金の平均金利は7.79彩であったのに対し，商業銀行より一般に規模の小
さい，同市内15の貯蓄銀行のそれは8.16彩で，これらでは0.37形高い金利が支払われてい
るのである。以上の諸事実から米国では力の弱い小規模の銀行が金利の自由化の影響を特
に強く受け，その結果そこに閉鎖が集中的に発生したということができよう。
次に， 1967年に預金金利の完全自由化を行った西ドイツで，その後金融機関数はどう変
化したかを見てみよう。表14は完全自由化の年とそれから15年後の82年の各年末における
主要業態別の金融機関数を示している。この間に金融機関数は全体として10,592から4,657
へと半分以下にまで減少していることがまず注目されよう。次に業態別に見ると15年間の
全体の減少数の5,935のうち約97%が小零細金融機関の信用協同組合 (creditcoopera-
tives)である点がさらに注目されよう。西ドイツで減少した金融機関のほとんどが小規
模金融機関であることの原因は明らかでないが，多分米国の場合と同様激化した競争に耐
え切れずに姿を消したのであろう。
表14 西ドイツの金融機関数の減少状況 (1967年に完全自由化）
'57m '82 I予均皐減誓少数閤盆 （参考） '88 
全商業銀行 296 244 4 243 
(-52) 
全貯蓄銀行 708 595 8 585 
(-113) 
全信用協同組合 '9,588 3,818 255 3,350・ 
(-5, 770) 
ムロ 計
I 
10,592 I 4.657 310 
I 
4,178 
(-5, 935) 
資料： Monthly Report of the Deutsche Bundesbank (May, 1984and May, 1989) 
11) 1967年の業態別の数字は資料の都合により， 1957年の業態別構成比と67年の合計数と
により算出したものである。
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以上米国および西ドイツで完全自由化後に金融機関に関し共通して発生していること
は，その数の大きな減少とその減少のほとんどが小金融機関からなっているということで
あった。ところで金利が規制されているときは，経営効率の悪い金融機関でも生存するこ
とができた。しかし自由化されて競争が激しくなされるようになると効率の悪いものは当
然に淘汰される。経営効率の悪い金融機関は小規模に限ったものでなく大金融機関にもあ
るわけだが，「規模の経済」からいって一般的には効率の悪いものには小金融機関が多い。
すると実際に自由化された暁には小金融機関が多数存在するところでは，それらの多くの
ものが消滅するのはある意味では当然のことと言えよう。
さて1987年度末現在でわが国には，都市銀行から農業協同組合や労働金庫まで含めて
5,158の民間金融機関があるが， そのほとんどがやはり小金融機関である。そして先のシ
ミュレーションで明らかにされたように，完全自由化されると利益が大きく減少して赤字
経営となるものの多くは小規模のもののようである。そうするとわが国でも完全自由化さ
れて，それが激しい競争をもたらすならば，西ドイツや米国の場合と同様，小金融機関を
中心とした大淘汰が発生することは避けられないと予想するのが自然であろう。
追記本稿は昭和62年度学部共同研究費を受けて行われた共通テーマ「産業構造の多極
化に関する研究」のなかの小生が担当した部分である。
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